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研究成果の概要（和文）：教育補助政策は熟練労働者数を増加させ、賃金格差を縮小させることがわかった。シミュレ
ーション分析によって、教育補助政策は上方移動（低収入の親の子供が高等教育を受け、将来熟練労働者になるケース
）を促すことがわかった。また、所得再分配政策についても同様に分析した結果、シミュレーション分析によって、再
分配政策は格差を縮小させるが、下方移動（高収入の親の子供が高等教育を受けず、将来未熟練労働者になるケース）
を促すため、熟練労働者数を減少させる可能性があるとわかった。以上より、再分配政策よりも教育補助政策のほうが
、格差の縮小と経済成長の実現という点で望ましい政策であることがわかった。

研究成果の概要（英文）：Our findings can be shown as follows. Education subsidies increase the number of 
the educated and decrease the wage inequality. Numerical analysis shows that education subsidies 
significantly increase the number of upward-mobile individuals (individuals born to the uneducated 
acquire education), while redistributive taxation decreases the wage inequality but increases the number 
of downward-mobile individuals (individuals born to the educated do not acquire education) by more than 
that of upward-mobile individuals, thus decreasing the number of the educated. Therefore, education 
subsidies are preferred over redistributive taxation as a policy to simultaneously lower inequality and 
foster economic growth.
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１．研究開始当初の背景 
(1)近年、日本において、「所得格差が拡大し
ている」や「階層社会になりつつある」など
の議論が盛んに行われている。石田(2008)は、
2005 年社会階層と社会移動に関する全国調
査（SSM調査）データを用いて、日本におけ
る社会階層の固定化が強まっていることを
示している。 
 
(2)東京大学大学院教育学研究科大学経営・政
策研究センターが 2009 年に発表した「高校
生の進路と親の年収の関連について」による
と、親の年収によって大学進学率に差がある
ことが明らかとなった。このことから、日本
では教育を通じて社会階層が固定化しつつ
あると考えられる。 
 
(3)社会階層の固定化によって、世代間で格差
が継承されると、経済成長は阻害されること
がいくつかの研究によって示されている
（Alesina and Rodrik(1994) 、Persson and 
Tabellini(1994)など）。 
 
(4)以上を踏まえると、今後日本が高い経済成
長率を実現するためには、貧しい家庭に生ま
れた子供でも高等教育を受けやすくするこ
とによって社会階層の流動化を促し、所得格
差を縮小させるような政策が重要となる。 
 
２．研究の目的 
(1)教育補助政策と所得再分配政策が、社会階
層の流動化、所得格差の縮小、そして経済成
長を実現することができるかどうかを理論
的に明らかにすることが研究の目的である。 
 
(2) 所得格差の縮小と経済成長の促進という
観点で教育補助政策と所得再分配政策を比
較した場合、どちらの政策が望ましいかにつ
いても明らかにする。 
 
３．研究の方法 
(1)教育補助政策と所得再分配政策が、社会階

層の流動性、所得格差、そして GDP 水準の動

学的変化に与える影響を明らかにすること

ができる理論モデルを構築する。 
 
(2)社会階層の流動性については、上方移動
（低収入の親の子供が高等教育を受け、将来
高収入の職に就くケース）と下方移動（高収
入の親の子供が高等教育を受けず、将来低収
入の職に就くケース）を分析する。 
 
(3)構築した理論モデルから得られた社会階
層の流動性、所得格差、そして GDP 水準の動
学的変化の特徴を明らかにするために、シミ
ュレーションソフトを用いて分析を行う。 
 
 

４．研究成果 
(1)教育補助政策は、所得格差の縮小と経済成
長の促進を同時に実現できることがわかっ
た。 
また、シミュレーション分析によって、教
育補助政策は、上方移動を促進することがわ
かった。 
図 1 では、横軸に今期の熟練労働者数 tE 、
縦軸に次期の熟練労働者数 1tE 、今期に上方
移動した個人の数 tUM 、下方移動した個人
の数 tDM がとられている。 tUM 曲線が上方
に大きくシフトすることによって、 1tE 曲線
が上方にシフトしていることが示されてい
る（今期において上方移動した個人の数が下
方移動した個人の数を上回れば、次期の熟練
労働者数は増加する）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
図 1 教育補助政策が熟練労働者数 1tE 、上
方移動 tUM 、下方移動 tDM の動学的変化に
与える影響（実線は教育補助政策がある場合、
点線は教育補助政策がない場合を示す） 
 
(2)シミュレーション分析によって、所得再分
配政策は、再分配後の所得格差を縮小させる
が、下方移動を促進してしまうため、経済成
長を阻害してしまう可能性があることがわ
かった。 
図 2では、図 1と同様、横軸に今期の熟練
労働者数 tE 、縦軸に次期の熟練労働者数

1tE 、今期に上方移動した個人の数 tUM 、
下方移動した個人の数 tDM がとられている。

tDM 曲線の上方シフトが tUM 曲線の上方
シフトを上回るため、 1tE 曲線が下方にシフ
トしていることが示されている（今期におい
て、下方移動した個人の数が上方移動した個
人の数を上回れば、次期の熟練労働者数は減
少する）。 
図 3 では、横軸に今期の熟練労働者数 tE 、
縦軸に再分配後の所得格差 u
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図 2 所得再分配政策が熟練労働者数 1tE 、
上方移動 tUM 、下方移動 tDM の動学的変化
に与える影響（実線は所得再分配政策がある
場合、点線は所得再分配政策がない場合を示
す） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
図 3 所得再分配政策が再分配後の所得格差
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は所得再分配政策がある場合、点線は所得再
分配政策がない場合を示す） 
 
(3)以上より、所得格差の縮小と経済成長の促
進という観点からみた場合、教育補助政策の
ほうが所得再分配政策よりも望ましい政策
であることがわかった。 
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